
第２期　国富町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

2020 2021 2022 2023 2024

72.6% 72.6% 72.6% 72.6% 87.6%

72.6%
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2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 妊婦乳児健診事業 12,537,000円 9,270,630円

100.0% 産婦乳児健診事業 1,200,000円 855,000円

16件 16件 16件 16件 16件 80件

10件

5人 5人 5人 5人 5人 25人

1人

継続 継続 継続 継続 継続

継続

120件 120件 120件 120件 120件 600件

85件

　１　多様なライフスタイルに対応した
　　　「子育て支援の充実」

■結婚・妊娠・出産・子育ての希望が叶うように個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進する。
■ワーク・ライフ・バランスが図られ女性の社会進出が進んでいる。
■子どもたちに幸せの実感が得られるように家庭をはじめ、町民や地域の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにする。
■多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するために保育環境の充実を図る。
■学校や地域、多様な主体との連携により、放課後等の支援体制を確保し、子どもが安心して過ごせる環境を充実する。
■子育て支援施設が有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり相談したりしやすい環境を整備する。
■幼少期からの教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人材を育成し、地域への愛着や関心を高める。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価 担当課

子育ての環境や支援の満足度について「満足と感じている人」
の割合

72.6％
（2018)

国富町子ども・
子育て支援事

業計画

中学生までの医療費無料化
等町独自事業の継続や保育
の安心・安全を重視した施策
が子育て世代に評価され目
標値を達成した。

少子化抑制と若者定住対策のた
めの新たな事業の導入が必要で
ある。

100.0% 5 福祉課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

結婚サポート
や出産ケアの
充実

産婦健診受診率
100.0％
（2018)

保健介護
課調べ 1

かかりつけの産婦人科で受
診できるため、フォローまで
スムーズに行うことができ、
目標値を達成した。

事業の周知を様々な呼びかけにより行
うことで、目標を達成することができた。

母子手帳発行時に周知徹底を図るほ
か、連絡票での把握や医療機関への確
認などを行い、必要とする方へ産後ケア
事業につなげる仕組みづくりを構築す
る。

100.0% 5
保健介
護課

不妊治療費助成
件数

16件
（2018）

保健介護
課調べ 2

継続して取り組むことにより
事業の認知度が上がってい
る。

不妊治療への助成を行うことにより、取
り組みやすい環境が整った。

継続的な予算の確保に努める。 62.5% 2 不妊治療支援事業 1,000,000円 1,010,898円
保健介
護課

結婚活動支援事
業補助金の申請
者数

3人
（2018）

企画政策
課調べ 3 登録者の申請に基づくもの。

町内在住の未婚の方で、宮崎県結婚サ
ポートセンターへの会員登録をする場
合、登録料の1/2を助成した。

登録しても補助金申請をしていない者
がいると思われるため、当該事業内容
の広報の方法を工夫する必要がある。

20.0% 1 結婚活動支援事業補助金 15,000円 5,000円
企画政
策課

4

人口減少や晩婚化対策として2020年4
月から事業を開始した。宮崎市が実施
主体となり、対象者は宮崎市・国富町・
綾町在住者か、将来３市町に住む希望
がある県内在住の20歳以上の男女で
2020年度の登録者は全体で331人と
なっている。

広報誌やＳＮＳを通じた広報活動を継続
していく。

結婚サポート事業（みやざき恋文プ
ロジェクト）

0円 0円
企画政
策課

5
妊娠から産後の身体や赤ちゃんのこと
などで、不安を軽減し安心して出産でき
る環境を作った。

妊娠の届け出時の状況を確認し、必要
のある方への周知を強化する。

出産準備教室事業（マタニティクラ
ブ）

86,868円 56,846円
保健介
護課

6

新規に婚姻した世帯（夫婦共に婚姻日
における年齢が34歳以下かつ世帯所得
が340万円未満の世帯に限る。）に対し、
結婚に伴う経済的負担を軽減するた
め、住宅賃借及び引越費用に対する一
部支援を行った。
（R2＝1件）

事業の周知を図り、移住定住を後押し
する取組により町全体の出生数の向上
を目指す。

結婚新生活支援事業 2,400,000円 49,000円 福祉課

乳幼児の健康
の保持と増進

○ 中学校卒業までの児童生
徒の入院･通院にかかる医療
費を助成する。

○ 感染のおそれがある疾病
の発生やまん延を防止するた
めに、乳幼児等に対して予防
接種法に基づく各種定期予防
接種を実施する。

○ 疾病等の早期発見や早期
治療を目的として、乳幼児健
康診査を医療機関において実
施する。

子ども医療費助
成事業の継続

継続
（2018）

福祉課調
べ 7

継続した取り組みと、H29年7
月診療分から対象者の拡充
を行ったことで事業が安定し
ている。

中学校卒業までの児童生徒の入院・通
院にかかる医療費を助成し、県内他市
町村と比較しても助成内容が充実した。

中学校卒業までの児童生徒まで県の補
助対象枠拡大することを県に要望して
いく。

100.0% 5 子ども医療費助成事業 73,810,000円 61,673,353円 福祉課

母子保健相談延
べ支援件数

133件
（2018）

保健介護
課調べ 8

新型コロナウイルス感染症
拡大の影響があったが、継
続して取り組むことにより事
業が安定している。

母親同士のコミュニケーションの場とし
てもいい機会になっており、きめ細やか
な情報交換と子育てに関する環境整備
につながった。

発言しやすい環境づくりに努める。 70.8% 2
母子健康相談事業（にこにこサーク
ル）

84,768円 30,022円
保健介
護課

9
かかりつけ医での接種ができるため、接
種期の勧奨ができた。

個別の広報等で周知していく。
正しい情報を伝える。

乳幼児等定期予防接種事業 31,024,475円 29,540,733円
保健介
護課

10
無料のため、受診しやすいと利用者から
高評価を得ている。

受診の大切さについて周知する。 乳幼児健康診査事業 2,115,000円 1,253,719円
保健介
護課

○ 里帰り等県外受診者の健
診も含め、すべての妊婦健診
（14回）を一部公費負担で実施
する。産後うつの予防や新生
児への虐待予防等を図るた
め、産後2週間健診（従来は問
診のみ）・産後1ヶ月健診を行
なう。

○ 少子化対策の一層の推進
を図り「安心して子どもを産み
育てることのできる社会」を実
現するため、体外受精や顕微
授精による治療を受ける夫婦
に対して治療費の一部を助成
する。

○ 関係機関と連携して結婚を
希望する独身者に出会いの場
を提供する。

○非婚化・晩婚化の進行や経
済的な理由による子育てに対
する負担感を解消するため、
新規に婚姻した世帯に対する
住宅賃借費用（家賃を除く）及
び引越費用等に係る支援を行
い、出生率の向上を図る。

資料３－３

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

幼児教育・保
育サービスの
提供

0人 0人 0人 0人 0人

0人

5件 5件 5件 5件 5件 25件

2件

11
一部助成を行っているため、受診しやす
いと利用者から高評価を得ている。

病気やワクチンについて正しい情報を
伝える。

乳幼児任意予防接種事業 3,308,000円 2,030,700円
保健介
護課

12
月齢に合わせた形態での調理実習と試
食により、作り方・食べさせ方が理解で
きると利用者から高評価を得ている。

大人の食事から子供が食べられるよう
に工夫する方法を紹介する。

離乳食教室事業 26,400円 10,016円
保健介
護課

13
発達の遅れを早期に発見し、フォローす
ることにより就学に間に合わせることが
できると利用者から高評価を得ている。

根本的に事業の見直し等が必要になっ
てきている。

５歳児健康相談事業 1,417,000円 1,093,820円
保健介
護課

○ 町内唯一の幼稚園の運営
に係る費用の一部を補助す
る。

○ 国の基準に基づき、給付費
算定、施設に対しての委託費
を支給する。
（町単独の保護者負担軽減措
置あり）

保育所等の待機
児童数

0人
（2018）

福祉課調
べ 14

現在のところ待機児童はい
ない状況である。

待機児童なし。 継続して取り組む。 100.0% 5 福祉課

ファミリー・サ
ポート・センター
の活動件数

0件
（2018）

福祉課調
べ 15

現在、10名のサポート会員、
6名の利用会員、両方会員1
名が登録されている。

宮崎市にある「ファミリー・サポート・セン
ターみやざき」との広域連携を行い、取
り組んでいる。
R2＝町内利用会員1名が宮崎市サポー
ト会員からの支援を受けた。

事業啓発等により新会員の確保を目指
していく。 40.0% 1

ファミリー・サポート・センター利用促
進事業

94,000円 12,950円 福祉課

16 －

令和元年度から宮崎市と広域でファミ
リー・サポート・センター事業を取り組ん
でいるため、事業内容が同じ「みやざき
子育てサポート事業」には取り組まな
かった。

ファミリー・サポート・センター・ひとり
親世帯等支援事業補助金

0円 0円 福祉課

17
幼稚園の研修に係る費用の一部を補助
することで、幼稚園児へのより良い教育
へとつなげることが出来た。

認定こども園が増えてきている中で、今
後の支援方法を検討する。

幼稚園支援補助 1,140,000円 1,140,000円
教育総
務課

18
町独自の負担軽減。
（第2子の負担基準1/2を1/4に軽減。所
得階層に応じた基準額負担の軽減）

継続して取り組む。
特定教育・保育施設保護者負担の
軽減

23,300,000円 23,686,980円 福祉課

19
制度による基準に基づき、給付費算定、
施設に対しての委託費を支給。
（町単独の負担軽減措置あり）

継続して取り組む。
・特定教育施設給付委託

・特定保育施設給付委託
852,504,000円 862,173,320円 福祉課

20

保護者の就労等により教育時間を超え
て預かり保育を実施する際の助成。町
内外8か所の保育所、幼稚園で延べ
17,029名の利用児童あり。

継続して取り組む。 一時預かり事業費補助金 8,500,000円 9,443,820円 福祉課

21

保護者の就労時間等に対応し、延長保
育を実施する際の助成。
町内6か所の保育所で月平均17名の利
用児童あり。

継続して取り組む。 延長保育推進事業費補助金 5,415,000円 1,800,000円 福祉課

22

乳幼児が病気やその回復期で集団保
育が困難であり、保護者がやむを得な
い事情で保育が実施できない場合の保
育に対する助成。
町内1か所の保育所で延べ88名の利用
児童あり。

継続して取り組む。 病児・病後児保育事業費補助金 4,515,000円 4,515,000円 福祉課

23

集団保育が可能な障害のある乳幼児を
受け入れる場合の保育に対する助成。
町内2か所の保育所で延べ2名の利用
児童あり。

継続して取り組む。 障害児保育事業費補助金 444,000円 555,000円 福祉課

24

幼稚園や認定こども園の1号認定こども
が、教育時間終了後に預かり保育を利
用した場合の給付費を施設に対して委
託費として支給。
町内外8か所の幼稚園、認定こども園で
75名を認定した。

継続して取り組む。
子育てのための施設等利用給付事
業

3,508,000円 4,811,600円 福祉課

25 －
年次的に老朽化した保育所等の施設改
築を支援する。

保育所等整備事業費補助 0円 0円 福祉課

26

保育士等の専門性の向上と質の高い人
材を確保するため、キャリアアップによ
る処遇改善に取り組む保育所等に対
し、研修会や視察研修等の費用の一部
を支援した。

令和3年度から廃止。 質の高い保育研修補助 900,000円 263,400円 福祉課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

0人 0人 0人 0人 0人

0人

42.6% 42.6% 43.6% 43.6% 44.6%

―

学校教育・放
課後児童対策
の充実

児童クラブの待
機者数

0人
（2018）

福祉課調
べ 27

継続して取り組むことにより
事業が安定している。

遊びを通して子どもを健康で心豊かに
育てていくため、児童館・子どもセンター
を開設するもの。町内4か所、162名の利
用児童あり。

継続して取り組む。 100.0% 5

・児童館管理運営費

・子どもセンター管理運営費
（放課後児童健全育成事業含む）

68,796,000円 71,727,742円 福祉課

地域や社会を良
くするために何を
すべきかを考え
ることがあると回
答した生徒の割
合

41.6％
（2018)

教育総務
課調べ 28

令和２年度は調査を実施で
きなかった。 ― ―

教育総
務課

29

学校における「いじめ防止等対策」を実
質的に行うために、学識経験者、専門家
等に委員に就任してもらい、委員会を開
催した。

広域連携のもと、関連機関との連携を
蜜にし、常に危機意識を持ち小さな信号
を見逃すことなく正しく理解して真剣に
対峙していく。

いじめ防止対策事業
（国富町いじめ防止対策委員会）

61,000円 15,200円
教育総
務課

30

６名の児童・生徒が通級し、うち１名が
中学校へ進んだ。また、保護者等からの
相談への対応、学校との情報共有等を
行った。

専門の臨床心理士による相談体制を整
えることや適応指導教室の運営につい
て検討する必要がある。
広域連携を強め、個の要望に対応でき
るよう取り組みたい。

教育相談員設置事業
（旧：不登校児童生徒対策事業）

1,911,000円 1,787,857円
教育総
務課

31
国富町教育研究センター指導員として
研究員をまとめ、児童生徒の学力向上
に資するとともに、相談業務を行った。

継続して取り組む。 スクールサポーター事業 2,090,000円 1,853,793円
教育総
務課

32

地域の中小企業、行政等の職場で職場
体験学習を実施した。コロナウイルス感
染症の影響により、実施できなかった学
校もあった。

継続して取り組む。 職場体験学習事業 0円 0円
教育総
務課

33
スクールバス利用の児童がバスを待つ
間、八代小学校の教室を利用して児童
の見守りをしている。

継続して取り組む。 放課後子ども教室スクールバス待合 203,000円 141,525円 福祉課

34

主に小学校４年生・中学校１年生を対象
に小児生活習慣病予防健診を実施し、
保健指導対象者を含め、児童・保護者
向け健康講話を実施。コロナウイルス感
染症の影響により実施できなかった学
校もあった。

健診の内容や重要性を周知するため児
童生徒と保護者に向けた健康講話に参
加してもらえる事業を展開する。

小児生活習慣病予防健診及び健康
講話事業

96,250円 66,474円
教育総
務課

35
講師の事情により、講演会を実施できな
かった。

より中学生の成長に見合う講演になる
よう講師の選定に取り組む。

中学生講演会 1,393,000円 0円
教育総
務課

36

児童生徒の安心・安全を実現するため
の施策として、地域安全みまもり隊を構
成し、登下校時の見守り体制を充実させ
る。
町立小・中学校の取り組み状況を調査
中。

継続して取り組む。 地域安全みまもり隊 0円 0円
教育総
務課

37

本庄、木脇小学校に各2名、他2小学校
に各1名、の計6名を配置し、特別の補
助を必要としている児童の学習・生活支
援を行う。

対応が必要な児童が増えており、配置
数の見直しを検討する。

小学校補助職員配置事業 8,297,658円 7,832,203円
教育総
務課

38
各中学校に１名配置し、英語科に特化し
たＴ・Ｔ授業や少人数指導に取り組んで
いる。

各種学力調査の結果を踏まえ、教科や
人員等検討する必要がある。

中学校補助教員配置事業 8,484,939円 7,312,238円
教育総
務課

39

八代小学校区において、統廃合前の旧
校区でいう深年・北俣地区及び木脇小
学校区の六野地区にスクールバスを運
行することで、当該地域の児童の登下
校支援を行った。

バスの老朽化が進んでおり、運行方法
も含め、車両の年次更新等を検討す
る。

スクールバス運行事業 19,684,900円 19,227,506円
教育総
務課

40
コロナウイルス感染症により実施してい
ない。

地域連携を強め、個々に添った支援が
できるよう事務簡素化を図りスムーズに
協議できるよう検討する。

ハートフルネットワーク事業 64,000円 0円
教育総
務課

41
コロナウイルス感染症により実施してい
ない。

新しい生活様式を考慮しながら、今後
の実施方法を検討する。

夏休み補習教室運営事業 203,000円 0円
教育総
務課

42
１人１台端末の導入、ネットワーク環境
の整備をすべての小中学校で年度内に
完了した。

ハード面の整備が完了し、今後は利用
方法などソフト面の整備をGIGAスクー
ルサポーターを活用して進めていく。

学校教育における1人１台端末の導
入

206,205,000円 184,328,584円
教育総
務課

○ 遊びを通して子どもを健康
で心豊かに育てていくため、児
童館・子どもセンターを開設す
る。

○ 不登校を解消するため、適
応指導教室を設置し、相談業
務や学習指導などを行い、学
校への復帰を図る。

○ 学校が抱えるさまざまな問
題を解決するにあたり、いじめ
対応や特別支援教育及び一人
ひとりの子どもの学力等を伸
ばす指導など、経験を活かし
た指導をすることにより、学
校、児童生徒、教職員、保護
者など関係者すべてをサポー
トする。

○ 総合的な学習の時間を利
用し、地域の中小企業の協力
を得て中学生の職場体験学習
を実施し、キャリア教育の充実
を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

3,700人 3,700人 3,700人 3,700人 3,700人 18,500人

2,386人

80人 80人 80人 80人 80人 400人

70人

○子育て家庭への木育サービ
スの提供

43
令和３年
度から追

加
ＧＩＧＡスクールサポーターの導入 0円 0円

教育総
務課

44

事項の「地産地消対策学校給食食材購
入事業」と合わせて、小学校＝48円／
食、中学校＝49円／食の助成を年間を
通して行った。

物価の状況に注意しながら、保護者の
負担と町の助成により、給食の質が低
下しないように実施していく。（新型コロ
ナウイルス感染防止対策による休校に
より、給食が２１日間の停止となった。）

学校給食費保護者負担軽減対策補
助

12,480,000円 11,477,907円
学校給
食共同
調理場

45

町内産のニラ、キュウリ、ピーマン、ゴー
ヤ、千切大根、京芋、ズッキーニに加え
て、町内産牛肉を給食食材として提供し
た。

１回の使用量が多いため、他作物の使
用が難しい。また、業者の都合により町
内産豚肉が使用できないことがあった。

地産地消対策学校給食食材購入事
業

2,000,000円 1,999,914円

農林振
興課（学
校給食
共同調
理場）

46

毎月、「九州管内の郷土料理」、県内産
食材を使用した「ひむかの献立」、子供
たちからの「リクエスト献立」等の行事食
等を提供し、児童生徒の食への関心を
高めることができた。

今後も継続していく。 学校給食の行事食等推進事業 0円 0円
学校給
食共同
調理場

47
卵、果実、種子等へのアレルギー対応
を実施した。

より多くのアレルギーに対応するため
に、施設の整備や人員の配置を検討し
ていく。

食物アレルギー対策事業 0円 0円
学校給
食共同
調理場

子育て家庭へ
の生活支援と
相談機能の充
実

○ 児童館・子どもセンター内に
「子育て支援センター・ひろば」
を開設し、子育て世代の方々
に、親子での遊び、子育てに関
する相談や情報交換の場を提
供する。

○ 障がいの早期発見・早期療
育のほか、在宅障がい児(者)
を支援するため、医療ケアや
相談部門を含む総合療育拠点
である宮崎市総合発達支援セ
ンターの運営費を負担する。

子育て支援セン
ターの延べ利用
者数

4,252人
（2018）

福祉課調
べ 48

継続して取り組むことにより
事業が安定している。

児童館・子どもセンター内に「子育て支
援センター・ひろば」を開設し、子育て世
代の方々に親子での遊び、子育てに関
する相談や情報交換の場を提供した。
新型コロナウイス感染拡大防止対策で
使用制限をした期間があったため、利用
者は、目標値を下回る延べ2,386人の利
用となった。

継続して取り組む。 64.5% 2 子育て支援センター運営費 1,211,000円 1,034,371円 福祉課

障がい児相談支
援延べ利用者数

77人
（2018）

福祉課調
べ 49

継続して取り組むことにより
事業が安定している。

障がいの早期発見・早期療育のほか、
在宅障がい児（者）を支援するため、医
療ケアや相談部門を含む総合療育拠点
である宮崎市総合発達支援センターの
運営費の負担を行った。

継続して取り組む。 87.5% 3 総合発達支援センター運営負担金 0円 0円 福祉課

50
放課後児童健全育成事業
（子育て支援特別保育対策事業＝
すこやか学童保育事業）

4,293,000円 1,853,541円 福祉課

51
令和３年
度から追

加
木育推進事業 0円 0円

農林振
興課

○ 木材の良さや利用すること
の意義について理解を深め、
親子共に楽しく豊かに子育て
ができるよう木育サービスを提
供する。

52
令和３年
度から追

加
ウッドスタート事業 0円 0円

農林振
興課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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第２期　国富町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

2020 2021 2022 2023 2024

― ― ― ― 69.0

―

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

地域医療サー
ビスの確保 48.0% 51.0% 54.0% 57.0% 60.0%

40.1%

15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%

13.2%

地域包括ケア
システムの構
築

72件 72件 96件 96件 96件 432件

31件

5人 5人 5人 5人 5人 25人

5人

　２　２０２５年問題を見据えた
　　　「医療・福祉の充実」

■地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにする。
■町民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人材の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築する。
■介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人材の育成を図るとともに、有資格者の就業に向けた取組を促進する。
■地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進する。
■医療、介護、予防、生活支援、住まいに関わる多様な主体が連携して、高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進する。
■地域における医療や福祉の相談等の支援体制を確保するため、関係施設の機能のあり方を総合的に検討する。
■高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組みを推進する。
■障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価 担当課

医療・福祉サービスに充実感を抱いている人の割合
54.4％
（2019)

地方創生に関
するアンケート
調査（国富町）

アンケート未実施
医療・福祉の充実及び地域包括ケアシ
ステムの構築を推進していく。 ― ―

企画政
策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

特定健康診査受
診率

39.2％
（2018）

保健介護
課調べ 53

継続して取り込むことより事
業は安定しているが、受診者
は減少傾向にある。
※2019年度実績

集団健診の会場をアリーナくにとみに変
更し、さらには健診申込書を個人ごとの
申込みに変更するなど、受診環境の整
備に努めたが、新型コロナの発生により
集団健診に対しての受診控えが生じた。

無関心層の取り込みが必要である。そ
のためには、効果的な受診勧奨が必要
となる。

83.5% 3 新・総合検診事業 27,973,000円 21,373,734円
保健介
護課

各種がん検診受
診率

15.8％
（2018）

保健介護
課調べ 54

胃がん検診においては、内視
鏡検査の導入により受診者
数が減少している。

新型コロナ発生により集団健診の受診
控えが生じ、受診率が減少した。

受診勧奨を行い、受診率向上に努める。 88.0% 3 各種がん検診事業 53,588,000円 43,179,704円
保健介
護課

55
広域運営により適切な処理がなされてい
る。

継続 共同利用型病院運営費負担事業 459,000円 459,031円
保健介
護課

56
広域運営により適切な処理がなされてい
る。

継続 在宅当番医制共同運営費事業 1,628,000円 1,627,273円
保健介
護課

57
広域運営により適切な処理がなされてい
る。

継続 夜間急病センター運営負担事業 11,557,000円 10,265,960円
保健介
護課

58
広域運営により適切な処理がなされてい
る。

継続
宮崎大学寄附講座運営支援事業負
担金

790,000円 773,010円
保健介
護課

59
3ヵ年計画の事業だが、全対象の方が受
診できるようにした。

無関心層の取り込みが必要である。 風しん抗体検査委託事業 1,762,000円 1,472,108円
保健介
護課

自立支援型地域
ケア会議に諮る
ケアプランの件
数

25件
（2018)

保健介護
課調べ 60

1回あたり2～3件の検討を
行った。

地域ケア個別会議が新型コロナの影響
により5回中止になったが、実施時には、
総合事業対象者と要支援者の新規プラ
ン内容の検討を主に行った。

ケアマネジャーの資質向上を図り、利用
者に対する適切なサービスが提供できる
ように努める。

43.1% 1

・地域包括支援センター運営事業

・地域支援事業　地域ケア会議推進
事業
（地域ケア会議事業委託料）

1,131,000円 1,131,000円
保健介
護課

生活支援コー
ディネーターの配
置

5人
（2019）

保健介護
課調べ 61

H30年度から第1層に2名、第
1層に2名の生活支援ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰを配置した。R1年度に
第2層を1名増員した。

多職種・他団体と連携をとりながら地域
資源の開発を行った。また、高齢者等の
自立した生活を支えるための地域包括
ケアシステム構築の実現に取り組んだ。

多職種や他団体及び関係機関と連携を
図り、地域の福祉課題の解決に向けた
取り組みを行っていく。

100.0% 5
地域支援事業　生活支援体制整備
事業
（生活支援体制整備事業委託料）

1,988,000円 1,988,000円
保健介
護課

○ 日曜、祝・休日、年末年始
及び夜間における重症患者等
の医療を確保するため、二次
救急医療体制としての共同利
用型病院(宮崎市郡医師会病
院)の運営費を助成する。

○ 初期救急医療として病院・
診療所が当番制で診療にあた
る制度を、宮崎市郡医師会へ
委託して実施する。

○ 基本健診を実施することで、
日頃の健康状態をチェックす
る。実施方法は、地区や保健セ
ンター及び健康づくり協会での
集団人間ドックの実施や、がん
検診を同時に実施する形で効
率化を図る。

○ 各種がん検診を集団又は
個別の方法により実施する。
（個別：子宮がん・乳がん）

○ 宮崎市と広域2町(国富･綾)
共同で宮崎東諸県地域介護認
定審査会を設置し、審査基準
の平準化、認定の公平・公正
性を確保するとともに運営の効
率化を図る。

○ 認知症の人やその家族が、
認知症と疑われる症状が発生
した場合に、いつ、どこで、どの
様な支援を受ければよいか情
報提供の支援を行なうため、認
知症ケアパス(状態に応じた適
切な医療や介護サービスなど
の提供の流れ)を宮崎市と広域
2町(国富･綾)共同で作成する。

○ 高齢者が日頃から体力や筋

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　5 ②医療・福祉の充実



A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

3,590人 3,690人 3,790人 3,890人 3,990人

3,617人

360人 360人 360人 360人 360人 18,000人

452人

180人 180人 180人 180人 180人 900人

205人

認知症サポー
ター数（累計）

3,482人
（2018）

保健介護
課調べ 62

継続して取り組むことにより
事業が安定している。

地域やサロン、町内小中学校の生徒を
対象に認知症サポーターを養成し、認知
症になっても地域で生活していける社会
の構築を目指した。

地域包括支援センターを中心に、認知症
サポーター養成に取り組み、町ではキャ
ラバンメイトのフォローアップ研修を実施
しながら活動の掘り起こしを行う。

100.8% 5

地域支援事業　任意事業
（認知症高齢者支援事業）
（認知症キャラバンメイトフォローアッ
プ）
（認知症サポーター研修用テキスト
代）

51,000円 27,130円
保健介
護課

63

宮崎市と広域2町（国富･綾）共同で宮崎
東諸県地域介護認定審査会を設置し、
審査基準の平準化、認定の公平・公正
性を確保した。

関係機関と連携し、介護保険事業の将
来に向けた対策と体制づくりに取り組
む。

介護認定審査会共同運営事業 8,089,000円 7,192,548円
保健介
護課

64

宮崎市・綾町を一つの医療圏として在宅
医療介護サービスをスムーズに利用で
きるように、医療や介護サービスの情報
提供に努めた。

認知症ケアパス等の作成やニーズの把
握を地域包括支援センター等と連携して
進めていく。

地域支援事業　任意事業
（認知症ケアパス作成・普及事業）

0円 0円
保健介
護課

65

要介護状態になることを遅らせ、地域で
生き生きと元気に暮らせることを目的
に、地域の運動教室を指導するサポー
ターを養成してきたが、新型コロナの影
響で開催できなかった。

関係機関及び関係団体と連携し、制度
の安定と指導内容に工夫を凝らしながら
今後の対策を検討していく。

シニア元気アップ運動教室サポー
ター養成事業

300,000円 0円
保健介
護課

66

在宅介護者の方達との食事や会話を通
じて、情報を共有し介護のありかたを見
つめ直す交流の場を提供する予定だっ
たが、新型コロナの影響で実施できな
かった。

家族介護者の話しを傾聴しながら、在宅
介護の発展に向けて、関係機関等と検
討していく。

地域支援事業　任意事業
（家族介護者交流事業）

60,000円 0円
保健介
護課

67
認知高齢者で身寄りのない方の権利擁
護のため、成年後見人の町長申立を支
援した。

本人や家族構成の確認等に申請書類や
準備に時間を要するので、地域包括支
援センター等と効果的に連携を取りなが
ら制度の実施に向けて取り組んでいく。

地域支援事業　任意事業
（成年後見制度利用支援事業）

0円 0円
保健介
護課

68

認知症高齢者等が、日常生活を営むう
えで支障があり、日中の十分な介護が
得られない場合に、デイにおいて生活指
導、養護、食事・入浴サービス及び日常
動作訓練等を行うもの。

関係機関との連携を密にし、きめ細かな
サービス提供を図っていく。

高齢者日常生活支援事業
（認知症高齢者等デイサービス）

0円 0円
保健介
護課

69
医療関係者と介護関係者の連携の準備
を宮崎市・綾町と広域的に進める。

県や近隣市町村、医療・介護関係団体と
の連携を検討する。

地域支援事業　在宅医療・介護連携
推進事業

1,937,000円 1,668,881円
保健介
護課

障がい者の自
立と社会参加
の促進

○ 障がい者が自立した生活を
送れるようにするため、障がい
の特性や生活ニーズに応じた
支給決定を行い、必要なサー
ビスと自立した生活に向けた身
体機能・社会生活の向上のた
めの訓練や就労に向けた訓練
等のサービスを提供する。

○ 障がい福祉サービスの利用
に必要な障がい支援区分を判
定するため、認定審査会を設
置・運営するとともに、制度の
周知や、職員、認定調査員及
び審査会委員の資質向上のた
めの研修を行い、適正な区分
判定と支給決定事務を行う。

障がい者相談支
援延べ利用者数

361人
（2018）

福祉課調
べ 70

継続して取り組むことにより
事業が安定している。

障がい者の自立と社会参加を図るため、
創作的活動や生産活動の機会の提供を
行っている。

継続して取り組む。 125.6% 5
地域活動支援センター機能強化事
業

13,900,000円 11,190,560円 福祉課

障がい福祉サー
ビスの支給決定
者数

183人
（2018）

福祉課調
べ 71

継続して取り組むことにより
事業が安定している。

障がい福祉サービスの利用に必要な障
がい支援区分を判定するため、認定審
査会を設置・運営した。（宮崎市に事務
委託）

継続して取り組む。 113.9% 5 障害支援区分認定審査会委託料 1,659,000円 1,611,945円 福祉課

72

町民の福祉の向上を図るため、障がい
者基幹相談支援・虐待防止センターを拠
点として障がい児(者)及びその家族等に
対する各種支援を行う事業に対する負
担金。（宮崎市）

継続して取り組む。
宮崎東諸県圏域における地域生活
支援拠点等の運営にかかる事業

2,570,000円 2,627,664円 福祉課

73

自立支援事業給付費
476,630,229円

地域生活支援事業給付費
27,170,964円

福祉サービス支給量の見直しによる抑
制が必要。

障がい福祉サービス事業
・自立支援事業給付費
・地域生活支援事業給付費

499,722,000円 503,801,193円 福祉課

74

・ハッピースマイル家族会　0円
(コロナの影響で事業実施が無かった）

・身体障害者福祉会　482千円

継続して取り組む。
福祉団体活動支援事業
・ハッピースマイル家族会補助金
・身体障害者福祉会補助金

582,000円 482,000円 福祉課

○ 高齢者が日頃から体力や筋
力の低下を防ぐ生活習慣を習
得することで、要介護状態にな
ることを遅らせ、地域で生き生
きと元気に暮らせることを目的
に、地域の運動教室を指導す
るサポーターを住民主体で養
成する。

○ 介護予防の中核を担う機関
として、介護予防ケアマネジメ
ント、包括的・継続的ケアマネ
ジメントや地域の総合相談窓
口、高齢者の権利擁護等を実
施するため、地域包括支援セ
ンターの管理運営を行う。

○ 地域住民や様々な職種の
方が認知症を理解し、見守るこ
とのできる地域づくりを推進す
るため、認知症サポーターの養
成等に取り組む。

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　6 ②医療・福祉の充実



第２期　国富町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

2020 2021 2022 2023 2024

20世帯 40世帯 60世帯 80世帯 100世帯

87世帯

― ― ― ― 30.1%

―

54事業 60事業 70事業 70事業 70事業 324事業

54事業

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

10件 14件 16件 18件 20件

11件

3件 6件 9件 12件 15件

7件

72.0% 80.0% 85.0% 90.0% 95.0%

100.0%

　３　生活の質の向上と移住の促進を図る
　　　「居住環境の充実」

■空き家等の既存ストックの流通を促進するとともに、地域振興など、ほかの施策とも連携した取組を推進する。
■再生可能エネルギーの導入や省エネルギーへの取組みなどにより、環境負荷の少ない持続可能な社会の形成を図る。
■安定した消防体制を構築するとともに、地域防災のリーダーとなる人材を育成するなど、防災や減災に適切に対応できる環境を整備する。
■ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進する。
■各種交付金や補助金などの効果的な運用により、地域の多様な主体の自立性を向上させる取組を推進する。
■関係機関が連携して、移住希望者が求める情報提供や地域の魅力発信を行うとともに、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価 担当課

移住世帯数（累計）
11世帯
（2018)

企画政策課調
べ

移住支援金及び若者定住促
進事業の周知が図られ、町
内への移住を選択していただ
いた。

効果的な若者定住対策を検討して継続
していく。 435.0% 5

企画政
策課

国富町外に居住し国富町内に勤務する人が、国富町に住みたい
と思う割合

10.4％
（2019)

地方創生に関
するアンケート
調査（国富町）

アンケート未実施
本町に関わる人が住みたいと思えるまち
づくりを推進していく。 ― ―

企画政
策課

協働で行われている事業の数
54事業
（2018)

企画政策課調
べ

新たな住民との協働にについ
ては、少子高齢化や自治会
加入の減少及び脱退もあり、
新型コロナウイルス感染症拡
大の影響もあいまって広がり
に繋がらなかった。

継続して取り組みを検討していく。 100.0% 5
企画政
策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

パターン

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

空き家等対策
の推進
（既存ストック
の有効活用）

○ 平成27年8月に宮崎県宅地
建物取引業協会と締結した協
定書に基づき、町内の空き家・
空き店舗等をデータ化し空き家
等対策を推進するほか、ホー
ムページでの情報公開を行い、
既存ストックの有効活用に向け
た積極的な情報発信を行って
いく。

空き家バンク登
録件数（累計）

8件
（2018）

企画政策
課調べ 75

登録できる物件が少なく実績
に繋がらなかった。

都市建設課が実施した空き家調査に基
づき、所有者に空き家バンク登録意向の
アンケートを実施した。問合せは増加し
たが、登録申請に至らなかった。

解体費用や税制度、家財の処分など各
課との連携により効果的な運用の構築を
検討していく。

110.0% 5 国富町空き家バンク制度推進事業 0円 0円
企画政
策課

76

空家等対策計画策定への基礎資料とな
る空家実態調査を行い、所有者特定の
事務を完了した。
また、空家の所有者に対しアンケート調
査を行った。

今後、空家等対策計画の策定及び条例
の制定を行い、空家の除却及び有効活
用を図る。

空き家対策事業
（空き家対策計画支援等委託業務）

1,450,000円 1,069,039円
都市建
設課

移住・定住対
策の推進

○ 移住者との意見交換を実施
し、移住に関する意識やニーズ
を把握するとともに、宮崎市
（IJUターン移住促進事業）や各
団体との連携を図っていく。ま
た、把握したニーズなどを基
に、移住検討者への情報提供
を行い、新たな移住促進を図っ
ていく。

○宮崎市に近い位置にあるこ
と、豊かな自然が残る国富町
の魅力を活かし、若者の定住を
促進することで人口増加に繋
げ、地域に活気を呼び込み、地
域を支える活力を取り戻す施策
を行なう。

○若い世代の移住・定住を促
進するため、移住支援金の支
給を行うほか、町が運営する定
住促進住宅への子育て世代の
入居者希望者を増やすため家
賃軽減対策を行う。

移住希望者の相
談件数

13件
（2018）

企画政策
課調べ 77

電話及び面談による相談で
様々な意見を確認できた。

県が主催する移住定住セミナーが新型
コロナウイルス感染症拡大に影響でオン
ラインになり、本町移住希望者の面談予
定があったが、前日キャンセルになっ
た。

引き続き移住希望者ニーズの把握に努
め、受入環境整備を検討していく。 233.3% 5

移住・定住情報発信・フォローアップ
推進事業

100,000円 0円
企画政
策課

町が関与した移
住世帯の3年後
の定着率

－
企画政策
課調べ 78

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で協議会が開催で
きなかったが、町が実施する
働く若者定住促進奨励金を３
年前から交付者が100％定着
している。（８世帯）

若者の移住定住に関する県との意見交
換及び連携が図れた。

定住に繋がる生活環境や雇用環境の整
備を関係機関と協力して進める。 138.9% 5 若者定住連絡協議会 32,000円 0円

企画政
策課

79 移住定住情報パンフレットを増刷した。
これまでの取組みを深化させた展開の
検討が必要となってくる。

「みやざき圏」人口社会減対策広域
連携事業

685,000円 385,000円
企画政
策課

80
新規の定住促進事業件数が、40件あり、
122人（大人80・中学生以下42人）が移
住した。

本町への移住定住を呼び込む事業の見
直しを引き続き検討していく。

働く若者定住促進事業 11,550,000円 13,550,000円
企画政
策課

81
実績はなかったが、東京圏からの相談者
に対して事業概要や申請方法等の説明
を行った。

本町への移住を促進するため、希望者
や相談者に情報を提供していく。

移住支援金 1,000,000円 0円
企画政
策課

82
東京圏以外からの相談5件に対して、実
績は4件（世帯2件・単身2件）と移住に繋
がった。

本町への移住を促進するため、希望者
や相談者に情報を提供していく。

ひなた暮らし実現応援支援事業 1,000,000円 3,200,000円
企画政
策課

83
平成３１年４月より家賃の減額及び子育
て減免の拡充を行った結果、入居率の
減少に一定の成果が得られている。

公営住宅法の縛りのない住宅なので、今
後も施設利用の多様性を考慮しながら
新たな方策を検討していきたい。

定住促進住宅家賃軽減対策事業 0円 0円 財政課

84

定住促進住宅の一部を学生の寄宿舎とする
ことにより、本庄高校受験希望者の増加に
繋げるとともに、空き部屋の有効活用を図
る。

本庄高校の魅力化を進めていくため学
校と連携を図りながら、今後も寄宿舎の
整備を検討していきたい。

定住促進住宅寄宿舎改修事業 0円 5,835,500円 財政課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　7 ③居住環境の充実
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2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

パターン

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

80.0% 82.0% 83.0% 83.0% 83.0%

78.2%

70人 70人 70人 70人 70人

65人

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100.0%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100.0%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100.0%

地域コミュニ
ティの活性化

自治会（区）への
加入率

79.0％
（2018）

総務課調
べ 85

毎年減少傾向にあり、令和2
年度も前年と比較して0.3％
減少している。
加入率の算定式は、区長文
書配布数5,976部/現住人口
世帯数7,641世帯（県統計調
査課資料）＝78.2％（R2年度
末）

自治会（区）への加入は任意であるた
め、転入届時に区への加入案内を配布
している。

これまでのアパート居住世帯や単身世帯
の自治会（区）未加入問題に加え、区の
住民の高齢化が進み、後継者のいない
独居高齢世帯の増加や、独居高齢世帯
の転出・死亡・有料老人ホーム等への転
居による自然減、及び住民の高齢化に
よる脱退や非農家世帯の世代交代に伴
う区からの脱退世帯の増加などが見ら
れ、少子高齢化と世帯内の就業形態の
変化等により、加入率の目標達成は厳し
い状況となっているが、独自に未加入者
への勧誘を強化するなど積極的に対策
を行っている区もある。

97.8% 4 総務課

フィールドミュー
ジアム創生推進
協議会会員数

65人
（2018）

企画政策
課調べ 86

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で協議会が開催で
きなかった。

宮崎県で開催される国文祭への協力を
準備していたが、新型コロナウイルス感
染症拡大の影響で事業の取組みはな
かった。

町民の積極的な参加と事業の受け皿と
なる団体の育成を検討する。 92.9% 4

国富町フィールドミュージアム創生推
進協議会

0円 0円
企画政
策課

87
各郷土芸能保存会に対して補助金を交
付して活動支援をしている。

継続して取り組む。
民俗芸能伝承事業
（歌舞伎人形展示補助、強度芸能保
存会補助、文化財保護団体等補助）

1,055,000円 580,000円
社会教
育課

88
新型コロナウイルス感染症の影響で多く
の行事等が中止となり、成果が得られな
かった面が大きい。

区の行事が中止になった分、公民館等
の修繕や積み立てに充てるなど、老朽化
した公民館等の維持管理や将来の設備
投資に充てる傾向があり、今後も継続的
に交付が必要である。

地域振興交付金事業 19,694,000円 19,694,000円 総務課

89

新型コロナウイルス感染症の影響で多く
の行事等が中止となり、区長同士の親睦
を深める機会も少なかったため、成果が
得られなかった面が大きい。

アフターコロナでの事業再開により、これ
までの活動レベルに復旧できるかが課
題である。

区長活動支援事業
（区長会運営補助金）

280,000円 120,000円 総務課

90
消費生活に係る相談･苦情への対応、情
報収集を行なう宮崎市の消費者行政推
進事業の費用の一部負担

継続して取り組む。 消費者行政推進事業 1,520,000円 1,510,970円
社会教
育課

防災対策の推
進

自主防災組織の
結成率

100.0％
（2018）

総務課調
べ 91

継続して取り組むことにより
事業が安定している。

自主防災組織表の作成、各自治会にお
ける各種活動を行った。

継続して取り組む。 100.0% 5 自主防災組織防災訓練事業 0円 0円 総務課

消防団の充足率
100.0％
（2018）

総務課調
べ 92

令和2年度は、欠員が補充さ
れた。

自治会回覧等により新入団員確保対策
を行った。

継続して取り組む。 100.0% 5 総務課

消防団ＯＢ会の
結成率

100.0％
（2018）

総務課調
べ 93

継続して取り組むことにより
事業が安定している。

現役消防団員の活動補助に取り組ん
だ。自主防災活動に積極的に参加した。

継続して取り組む。 100.0% 5 消防団OB会育成事業 400,000円 400,000円 総務課

94 防災士の登録料と受験料を助成した。 継続して取り組む。 防災士認証・養成事業 240,000円 16,000円 総務課

95
消防団員用活動服・ヘルメット・安全靴の
更新を行った。

継続して取り組む。 消防団装備費 816,200円 816,200円 総務課

96 広域での防災救急体制を行っている。 継続して取り組む。

・広域消防業務委託

・宮崎県防災救急ヘリコプター運行
経費市町村負担金

194,992,000円 194,992,000円 総務課

○ 町内全区の親睦・安心安全
対策・福祉の増進・環境整備等
を支援することにより、住民自
らが地域づくりの中心となり、ふ
れあいと元気のある地域づくり
を推進するため、全区に地域
振興交付金を交付する。

○ 区長（行政連絡員）62人の
集合体である区長会の円滑な
運営を図るため補助金を交付
する。

○ 町民自らの発想で地域が元
気になるまちづくりを推進する
ための助成事業を行なう。

○ 地域防災のリーダーとなる
人材を育成し各地域における
防災力の向上を図るため、防
災士の資格を取得費用の助成
を行なう。

○ 災害時等に必要不可欠な自
主防災組織の育成強化を支援
する。また、平成28年度に今後
の事業展開を検討していく。

○ 知識、経験、地域事情に通
じている消防団OBによる防災
組織を結成することで、より高
度で充実した予防・防災活動を
実現する。

○ 地域防災の一翼を担う消防
団の育成強化と消防団員の処
遇改善を図る。

○ 警防、予防、救急、救助等
の各分野の充実強化を図り効
率的かつ効果的な広域消防を
運営する。

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　8 ③居住環境の充実
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2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

パターン

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

560件 580件 600件 620件 640件

559件

4,000kw 4,100kw 4,200kw 4,300kw 4,400kw 21,000kw

4,022kw

1,000g 990g 985g 980g 974g

1,084g

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100.0%

45.00ha 45.00ha 45.00ha 45.00ha 45.00ha 225ha

45.10ha

97 災害用備蓄品の補充行った。 継続して取り組む。 災害用備蓄消耗品整備事業 9,266,000円 8,935,702円 総務課

98 女性消防団員の研修会を行った。 継続して取り組む。 女性消防団員の維持確保 0円 0円 総務課

99
随時災害や町からの情報を配信した。
台風10号では、避難情報をエリアメール
で配信した。

継続して取り組む。
防災行政無線メール配信サービス
（避難勧告発令システムの運用）

726,000円 726,000円 総務課

100 令和2年度に撤去工事を全て完了した。 完了した。
令和３年度
から廃止

防災行政無線屋外子局撤去工事 25,000,000円 24,802,503円 総務課

101
新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金を活用して、光ファイバ未
整備エリアを開通した。

町内全域に光ファイバの未整備エリアが
解消された。

令和３年度
から廃止

高度無線環境整備推進事業 0円 93,799,000円
企画政
策課

再生エネル
ギーの有効活
用推進
（スマートシ
ティの取組の
推進）

○ 本町の気候特性を生かした
地球温暖化防止対策として太
陽光エネルギーの有効活用を
図るものとし、住宅用太陽光発
電システムや住宅用太陽熱利
用システムを設置する町民を
対象に、その設置に要した費
用の一部を助成する。

太陽光パネル設
置に対する補助
件数（累計）

543件
（2018）

企画政策
課調べ 102

固定買取価格の引き下げに
より設置者も減少傾向にあ
る。

個人住宅に太陽電池パネルを設置する
場合、３kwを限度に補助しているが、
年々設置者が減少傾向。

今後は、太陽電池パネル設置はもちろ
ん、それに代わるクリーンエネルギーの
導入等も検討していく。

99.8% 4
再生エネルギー等導入推進事業
（経済・生活支援対策事業費補助）

1,100,000円 262,000円
企画政
策課

太陽光発電設備
導入容量
(10kw未満)
（3月31日現在）

3,992kw
（2018）

企画政策
課調べ 103

固定買取価格の引き下げに
より設置者も減少傾向にあ
る。

個人住宅に太陽電池パネルを設置する
場合、３kwを限度に補助しているが、
年々設置者が減少傾向。

今後は、太陽電池パネル設置はもちろ
ん、それに代わるクリーンエネルギーの
導入等も検討していく。

100.6% 5
企画政
策課

○ 太陽光発電システムや電気
自動車、蓄電池を導入して利
用を最適化し、エネルギーコス
トや環境負荷の低減に取り組
む実証実験を民間企業と連携
して行う。

104
令和３年度
から追加

再生エネルギー実証事業 0円 0円 財政課

環境保全の推
進

町民１日あたり
のごみの排出量

1,108ｇ
（2018）

町民生活
課調べ 105

コロナ禍における巣ごもり需
要により、全体ごみ量と1人当
たりのごみ排出量が増加して
いる。

広報誌・回覧等によるごみ分別活動等
の啓発

（課題）目標達成は必要であるが、単な
る全体量で判断できない場合もある。
（方向性）全体量で減量化を目指す方向
から、分別を徹底する方向に変換した
い。

92.3% 4
宮崎県４R推進協議会事業
（ごみ減量化推進事業）

323,000円 23,000円
町民生
活課

公共水域環境基
準（ＢＯＤ）達成
率

100.0％
（2018）

町民生活
課調べ 106 継続して結果は良好である。

河川浄化推進員による河川環境の巡
視。

（課題）目標達成しているため、生活排水
対策協議会の必要性。
（方向性）公共用水域の水質検査につい
ては、継続実施。

100.0% 5
河川浄化対策事業
（公共用水域等水質検査事業、生活
排水対策協議会事業）

593,000円 526,700円
町民生
活課

植林面積
42.19ｈａ
（2018）

農林振興
課調べ 107

伐採面積に対する植林（予
定）の割合が増加した。主な
要因として、植林に対する補
助金の上乗せや森林組合等
との協力による周知の成果
が表れたと考える。

森林組合等との協力により、植栽に対す
る町民の理解・協力が得られた。

伐採面積に対する植林面積の割合は伸
びているものの、植栽を行わない天然更
新森林も存在する。今後も引き続き植林
に対する補助金の上乗せや森林組合と
連携した継続した取り組みが必要であ
る。

100.2% 5 森林整備事業 1,142,000円 912,662円
農林振
興課

108
スマートフォン向けごみ分別アプリ「さん
あーる」の配信開始。
R２年度アプリ登録累計　４０２件

スマートフォンを普段利用している方に
は浸透しやすく利便性が高いと思われ
る。
回覧・広報等でアプリの紹介を積極的に
行っていく。

ごみ分別促進アプリ導入 280,000円 121,000円
町民生
活課

109
町内の一般廃棄物（家庭系・事業系）の
処理、資源ごみの搬出。一括して搬出の
ため経費の削減につながっている。

R2年度までは、エコクリーンプラザみや
ざきの事業主体が㈶宮崎環境整備公社
であったため、分別の方法は、参画自治
体で多少違いがあった。
R3年度より事業主体が宮崎市に変更さ
れ、ごみ処理を宮崎市に委託することに
伴い、分別の方法についても段階的に
宮崎市に準じていく計画である。

・町公共関与事業対策協議会委員等
謝礼
・ｴｺｸﾘｰﾝﾌﾟﾗｻﾞみやざき建物災害保
険料
・ｴｺｸﾘｰﾝﾌﾟﾗｻﾞみやざき一般廃棄物
処理等業務委託
・ｴｺｸﾘｰﾝﾌﾟﾗｻﾞみやざき最終処分場
維持管理積立金負担金
・ｴｺｸﾘｰﾝﾌﾟﾗｻﾞみやざき浸出水調整
池補強工事立替金貸付金

135,299,000円 135,302,278円
町民生
活課

110
総合的な学習の時間で一部実施した
が、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響で規模縮小された。

環境教育は、公害、異常気象、持続可能
な循環型社会の形成など幅が広いた
め、テーマを絞り、子どもたちが興味を持
てるテーマの選別が必要である。

環境教育推進事業 0円 0円
教育総
務課

○ ごみの減量化、リサイクル
化を推進するため地域での見
回り等を行い、家庭及び地域で
のごみ分別の意識の向上を図
る。
○ エコクリーンプラザみやざき
の管理運営を行うため、(公財)
宮崎県環境整備公社に対し、
関係市町村で委託料を負担す
る。

○「国富町河川をきれいにする
条例」に基づき町、町民及び事
業者が河川浄化及び河川愛護
の推進に努め、美しく豊かな河
川環境の形成を図る。また、河
川浄化等推進委員を定め、河
川環境の巡視、各種研修会の
参加及び町への河川環境施策
の提言・協力を行う。

○ 植林を実施する森林所有者
に対して経費の一部を補助し、
森林整備を促進する。

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　9 ③居住環境の充実
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2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

5人 10人 15人 20人 25人

0人

40人 45人 50人 55人 60人

40人

　４　地域や企業ニーズに合った
　　　「人材の育成」

■地元企業や関係機関との連携により、地域や企業ニーズに合った人材を育成する。
■企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップを図るなど、質の高い人材の育成を促進する。
■企業のマネジメント層の人材を育成するとともに、外部からの人材登用を推進する。
■新規就農者の育成を図るとともに、農業の生産性を向上させる仕組みを構築し、農家の所得向上を図る。
■地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、学生や保護者等の地元企業への興味や関心を高め、就業につなげていく。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価 担当課

町内事業所が1年以内に正規雇用を募集する予定の割合
58.0％
（2019）

地方創生に関
するアンケート
調査（国富町）

アンケート未実施
地元企業と意見交換を行い、人材確保
施策を検討する ― ―

企画政
策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

地域や企業
ニーズに対応
した人材の育
成等

○専門機関が実施する研修や
訓練等への参加を支援し、地
元企業の経営者や従業員の経
営能力や技能等の向上を図る
とともに、マネジメント層におけ
る外部人材の登用を促進す
る。

人材育成支援に
関する制度事業
を利用した実績
（累計）

0人
（2018）

企画政策
課調べ 111

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で研修会が開催で
きなかった。

町内若手経営者に対する会社経営研修
会講師の費用助成予定だったが、開催
できなかった。

財源の確保と町内企業経営者のニーズ
に応じた対応を検討していく。 0.0% 1

地域産業活性化支援事業補助
（人材育成支援事業）

300,000円 0円
企画政
策課

新規就農者・
農業法人の育
成

新規就農者数
31人

（2018）

農業経営
基盤強化

促進に関す
る基本的な
構想（国富

町）

112

県普及センター、ＪＡ等と情報
共有を図り、継続して取り組
むことにより事業が安定して
いる。

新規就農者の拡大を図るため、相談事
業等を実施した。

関係機関が連携して就農相談のＰＲ活
動を働きかける。 100.0% 5

農林振
興課

113

新規就農者研修施設である㈲ジェイエイ
ファームみやざき中央に対し、関係自治
体である宮崎市と按分による補助を行
なった。

継続して取り組む。
新規就農研修等事業指導者助成事
業
（農業次世代人材投資事業）

467,000円 467,000円
農林振
興課

114

㈲ジェイエイファームみやざき中央で農
業経営のスキルを身につける研修生に
対して、生活費の一部を行政とＪＡで助
成する事業であるが、2年度は本町から
の研修申込の実績なし。

発生的な研修希望者に対応するため
に、継続して取り組む。

新規就農者研修生受入助成事業
（農業次世代人材投資事業）

400,000円 0円
農林振
興課

115
新規就農者や農業後継者の独立経営を
可能な範囲で促した。

新規による認定希望者の掘り起こし（農
業委員等による情報収集）

農業担い手育成対策事業 3,104,000円 2,296,007円
農林振
興課

116
23年度以前の利子補給継続者の残年数
の補給支援を行った。

継続して取り組む。 農業融資資金利子補給 46,000円 45,312円
農林振
興課

117
継続支援対象5名の就農支援として国の
支援資金を町を介して給付した。

5年以内に親元からの別基盤での独立
自営を可能な範囲で薦める。

次世代人材投資資金
(旧：青年就農給付金)

4,500,000円 4,500,000円
農林振
興課

118

農業次世代人材投資事業の採択要件を
満たさない、親元就農又は独立就農をさ
れる方を支援する事業として平成30年度
から取組み、これまでに6名の継続及び
新規による支援（最長３年）を行った。

継続して取り組む。 未来を拓く就農者育成支援事業 1,800,000円 1,200,000円
農林振
興課

○専門機関が実施する農業研
修を支援し、新規就農の促進
を図る。

○就農時における農地の確保
や初期投資の軽減を図るととも
に、就農後の研修や営農指導
を実施し、新規就農者の定着
や早期の経営安定につなげ
る。

○制度資金の借入れに要する
経費の負担を軽減するなど、
新規就農者の育成や経営の安
定を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標

 　10 ④人材の育成



A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

1件 2件 3件 4件 5件

0件

地元企業への
就職を促す取
り組み

人材確保支援に
関する制度事業
を利用した実績
（累計）

0件
（2018）

企画政策
課調べ 119

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で開催できなかっ
た。

企業側が求めるニーズの把握ができな
かった。

企業が求める人材と就職を希望する人
との情報共有を検討していく必要があ
る。

0.0% 1
地域産業活性化支援事業
（企業の人材不足解消）
町内企業主交流会

220,000円 0円
企画政
策課

120

新卒者の地元企業への就職やＵＩＪター
ンを促進するため、宮崎県の奨学金返
還事業対象者のうち町内に定住する若
者に対し、町独自の上乗せ支援を行うが
実績はなかった。

県との連携で行っているが、奨学金返還
支援補助金を申請する若者の定住が見
込めない。

働く若者応援奨学金返還支援補助
金

130,000円 0円
企画政
策課

121
町内企業と連携し、地域産業の魅力を
発信し、移住・定住を促進する資材を増
刷した。

今後の取り組みを検討していく。 地域産業プロモーション事業 385,000円 385,000円
企画政
策課

122

町内中小企業の人材確保支援のため、
採用ノウハウや各種助成制度の活用な
どを研究を予定していたが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大の影響で実施でき
なかった。

地元企業が抱える人材確保の課題の把
握、雇用環境の改善など、有効な手段や
情報を共有する。

町内中小企業等人材確保セミナー 300,000円 0円
企画政
策課

123
令和３年度
から追加

本庄高校生就学援助金 0円 0円
教育総
務課

○国や県などの関係機関と連
携した企業就職説明会のほ
か、地元企業と学校との情報
交換会を開催するなど、地元
企業への就職を推進する。

○ＩＣＴ技術を活用して、地元企
業の雇用環境の見える化を推
進するとともに、若い世代との
コミュニケーションの場を創出
するなど、地元への定着やＵＩＪ
ターンの促進を図る。

○地元企業等が抱える人材確
保に関する課題の解決、雇用
環境の改善などを通して地元
への就職を促進する支援を行
う。

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標

 　11 ④人材の育成



第２期　国富町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

2020 2021 2022 2023 2024

752事業所 755事業所 755事業所 755事業所 755事業所

7,688人 7,750人 7,750人 7,750人 7,750人

3,384人 3,700人 3,700人 3,700人 3,700人

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

99.0億円 99.0億円 99.0億円 99.0億円 99.0億円 495.0億円

79.7億円

97.0ha 97.0ha 97.0ha 97.0ha 97.0ha

89.20ha

　５　若い世代の定着や生産性の向上を図る
　　　「雇用の場の創出」

■異業種間でのマッチング、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進する。
■適切なマーケティングを行い、サプライチェーンを意識した企業誘致を展開する。
■フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、域内で外貨を稼ぐ取組を推進する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価 担当課

町内事業所数
752事業所

（2018)

経済センサス
（総務省統計

局）

令和３年経済センサス活動調
査結果は、令和４年１０月頃確
定予定

引き続き企業誘致を推進する。
企画政
策課

町内事業所従業者数（総数）
7,688人
（2018)

経済センサス
（総務省統計

局）

令和３年経済センサス活動調
査結果は、令和４年１０月頃確
定予定

雇用の確保に努める。
企画政
策課

町内事業所従業者のうち女性の数
3,384人
（2018)

経済センサス
（総務省統計

局）

令和３年経済センサス活動調
査結果は、令和４年１０月頃確
定予定

人材育成及び確保に努める。
企画政
策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

農林水産業の
生産基盤の確
立

○ 地域産業の活性化のため、
経営の安定化、規模拡大、創業
等に取り組むための投資的経
費で、これにより新たな雇用の
創出につながる事業を対象に費
用の一部を助成する。

○ 施設野菜の単位収量の増加
を目的とした土づくりへの支援
や「農家が農家に学ぶ」を基本
に、優秀な農家（目標数値を達
成している農家）の技術（土づく
り・栽培管理等）を習得・実践す
ることで「輸入野菜に勝つ」足腰
の強い園芸農家を育成する。

農業産出額
99.5億円
（2018）

市町村別農
業産出額試
算（農林水

産省）

124
2019市町村別農業産出額を
記載。2020確報が公表された
ら修正予定。

80.5% 3
農林振興
課

施設園芸ハウス
面積

97.0ｈａ
（2018）

農林振興課
調べ

125

農業従事者の高齢化に伴い
施設園芸が減少しているが、
若手農業従事者の規模拡大
や継続的な取組を行う。

92.0% 4
農林振興
課

126 中古ハウス導入の推進が図られた。 農家や関係機関との連携強化に努める。 施設園芸ハウス再利用支援事業 1,320,000円 653,000円
農林振興
課

127 町堆肥利用による土づくりの支援 継続して取り組む。 園芸野菜競争力強化対策事業 650,000円 471,300円
農林振興
課

128

農業離農者や経営縮小される方の農地を
有効に利用するため、農地バンクの役割
を果たす宮崎県農地中間管理機構の業
務を一部受託し、地域農業の将来を考慮
した話し合い等を進め、担い手等へ農地
の集積・集約を促し耕作放棄地の解消及
び農産物の管理や生産性の向上を図る。
地域での取り組み推進及び個別案件での
事業利用の促進を図った。

継続して取り組む。 農地中間管理事業業務費 2,000,000円 1,302,027円
農林振興
課

129 産地づくりの推進が図られた。 継続して取り組む。 せんぎり大根生産拡大対策事業 1,934,000円 1,001,000円
農林振興
課

130
せんぎり大根以外の品目推進、産地の維
持・発展のため、資機材の導入費用の一
部を助成するが、2020は申請者なし。

継続して取り組む。 露地野菜簡易ハウス等設置事業 540,000円 0円
農林振興
課

131
施設園芸ハウス建設に対し、一部を助成
し施設園芸産地の発展を図るが、2020は
申請者なし。

継続して取り組む。 施設園芸ハウス建設支援事業 3,300,000円 0円
農林振興
課

132
ハウスへの環境制御装置等の導入により
収量増を図る。

国の事業ではあるが、継続して働きかけ
に取り組む。

産地生産基盤パワーアップ事業 6,979,000円 27,518,000円
農林振興
課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　12 ⑤雇用の場の創出
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2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

0社 1社 2社 2社 3社

0社

960億円 970億円 980億円 985億円 990億円 4,885億円

―

3人 4人 5人 6人 7人

3人

75社 90社 105社 120社 135社

93社

133
本町産茶の品質向上対策のため、町堆
肥・資機材の導入経費の一部を助成し、
土づくりと品質向上を図る。

土壌分析を実施し、町堆肥等の成分が茶
の品質向上に有効か検査機関へ協力を
働きかける。

茶生産向上対策事業補助 240,000円 140,800円
農林振興
課

134

令和４年度開催の第１２回全国和牛能力
共進会に、宮崎中央地域が出場するため
の研修会の開催を行った。また、大会に
出場するための牛の造成（種付け助成）を
行った。

継続して取り組む事により、出品牛の優
良化が図られる。また、出場に対する出
品者の意欲と意識改革が必要である。

地域で挑む宮崎牛産地力向上事業 2,800,000円 220,000円
農林振興
課

135

宮崎中央地域の若い種雄牛・待機牛の能
力を早期に判明させるため、種付け（交
配）助成、肥育（自家保留・導入）助成を
行った。

枝肉成績のサンプル数を継続的に採取す
ることにより、宮崎中央管内から次世代を
担う種雄牛の発掘に努める。

地域で取り組む種雄牛育成事業 7,251,000円 7,238,050円
農林振興
課

136
令和３年度
から追加

肥育農家経営安定対策事業 0円 0円
農林振興
課

企業誘致の推
進

○ 町長のトップセールスをはじ
め、県との連携や企業立地情報
の収集活動、国富町における企
業立地の有利性、町の優遇施
策のPR活動を行なう。

○ スマートインターチェンジ設置
に伴い、新たな企業誘致を進め
るうえで必要となる造成地など
の適地選定を検討していく。

立地企業数
0社

（2018）
企画政策課

調べ
137

新型コロナウイルス感染症の
影響により、町内企業の本社
訪問や町内立地企業交流会も
開催できなかった。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
町内企業の本社訪問や町内立地企業交
流会も開催できなかったため、企業の現
状・課題等について情報を得ることができ
なかった。

スマートインターチャンジ周辺の開発や、
企業を受け入れできる工業団地等の整備
が急務である。

― ―

・企業誘致推進事業（町長トップセー
ルス）

・町内企業主交流会の開催

1,012,000円 0円
企画政策
課

製造品出荷額
960億円
（2018）

工業統計調
査（経済産

業省）
138

事業所数に大きな影響はない
ものの、出荷額は新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受け
減少していると考えられる。
※2019年度実績　687億円

― ―
企画政策
課

139
国富町企業立地の促進に関する条例に
基づき、奨励措置として、固定資産税の課
税免除１社、不均一課税１社行っている。

継続して取り組む。
企業立地促進事業
（立地企業に対する税制上の優遇措
置）

0円 0円
企画政策
課

140
国富町の産業振興ビジョンを策定し、企業
誘致のための適地選定を実施。

関係機関との調整を進め、誘致企業の
ニーズに応じた計画推進が必要と考え
る。

企業立地適地選定推進事業 0円 0円
企画政策
課

141

宮崎市、国富町及び綾町の１市２町にお
ける工場・事業所等の立地を促進するた
め、週刊誌の広告掲載等を行ったが、各
展示会への出店や県外企業への訪問
は、コロナの影響により活動が出来なかっ
た。

企業立地、受け入れ先（土地）の情報収
集に努める。

宮崎県央地区企業立地促進協議会 256,000円 256,000円
企画政策
課

創業や事業承
継等の促進

○ 官民連携による創業支援を
行い、地域産業の活性化、新た
な雇用の創出など国や県並び
に関係機関と連携し総合的な支
援を推進していく。

○ 女性による創業を支援し、女
性が活躍できる社会づくりのた
め、国や県並びに関係機関と連
携し情報提供など必要な環境整
備を推進していく。

創業者数（累計）
2人

（2018）
国富町商工

会調べ
142

継続して事業に取り組むこと
により事業が安定している。

官民連携による創業支援を行い、地域産
業の活性化、新たな雇用の創出など国や
県並びに関係機関と連携し総合的な支援
を推進していく。

関係機関と連携し、効果的な創業支援事
業とする必要がある。

100.0% 5
創業者支援事業
（創業支援ワンストップ相談窓口設置
事業）

0円 0円
企画政策
課

143 ―
関係機関と連携して、効果的な創業支援
事業とする必要がある。

女性の創業支援事業 0円 0円
企画政策
課

144 ―
事業に対する需要があると考えられる
が、財政負担も大きいため検討を要する。

地域産業活性化支援事業 0円 0円
企画政策
課

145

町内の小規模事業者の事業継続及び事
業承継を円滑に進めるため、設備更新を
行う場合において、設備更新に要する費
用の一部を補助するもの。令和２年度の
実績はなし。

継続して取り組む。 小規模事業者事業継続支援事業 300,000円 0円
企画政策
課

企業の経営力
強化

○ 中小企業が抱える経営等の
問題を軽減解消するため、低利
の融資制度や信用保証料の助
成を実施し、中小企業の経営の
安定強化を図る。

制度事業を利用
し経営力強化を
図った企業・事業
所数（累計）

61社
（2018）

企画政策課
調べ

146
継続して事業に取り組むこと
により事業が安定している。

町内の小規模事業者に対する事業資金
を円滑にし、企業の振興を図るため、保証
料補助53件、その内45歳以下の若手経営
者には利子補給補助を22件実施した。

継続して取り組む。 124.0% 5 商工業融資資金利子補給支援費 360,000円 300,160円
企画政策
課

○ 新型コロナウイルス感染症
拡大により影響を受けた中小企
業の経営安定化を図るため、宮
崎県中小企業融資制度「新型コ
ロナウイルス感染症緊急対策貸
付」を利用した事業者へ、利子
分を３年間補助する。

147
令和３年度
から追加

新型コロナウイルス感染症緊急対策
利子補給事業

0円 0円
企画政策
課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　13 ⑤雇用の場の創出
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2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

264人 266人 268人 270人 272人

279人

40件 45件 50件 50件 50件 235件

25件

3人 5人 7人 9人 10人

0人

0社 0社 2社 2社 2社

0社

5社 5社 7社 8社 10社

10社

1件 1件 1件 2件 3件

1件

0件 0件 1件 1件 1件

2件

農地の有効活
用

1,850ha 1,900ha 1,950ha 2,000ha 2,027ha

1,848.98ha

1件 2件 3件 4件 5件

1件

3件 3件 3件 3件 3件 15件

6件

4,500枚 4,500枚 4,500枚 4,500枚 4,500枚 22,500枚

3,801枚

0件 1件 1件 2件 3件

0件

雇用形態の多
様化
（就職マッチン
グの推進・労
働力の確保）

○ 高齢者の生きがい増進と社
会参加の促進に取り組むシル
バー人材センターに対し、健全
な運営を支援するため運営費の
補助を行うとともに、高齢者の短
期的就労機会の確保や多様な
働き方に応じた就業機会の確保
を行なう。

○女性の社会参加を支援する
セミナーや就業に向けた資格取
得のための情報等を提供する。

シルバー人材セ
ンター会員数

264人
（2018）

福祉課調べ 148
継続して取り組むことにより事
業が安定している。

高齢者の生きがい増進と社会参加の促進
に取り組むシルバー人材センターの健全
な運営を支援するため、運営費の補助を
行った。

継続して取り組む。 105.7% 5
シルバー人材センター助成事業
（シルバー人材センター運営補助金）

13,200,000円 13,200,000円 福祉課

シルバー人材セ
ンターにおける派
遣事業の受注件
数

41件
（2018）

福祉課調べ 149
継続して取り組むことにより事
業が安定している。

62.5% 2 福祉課

女性の就労支援
事業を活用した
就職者数（累計）

0人
（2018）

企画政策課
調べ

150
新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で、効果的な周知や
取り組みが実施できなかった。

―
関係機関と連携して、効果的な就労支援
事業とする必要がある。

0.0% 1 女性の就労支援事業 0円 0円
企画政策
課

151
国や県等の関係機関と連携し、テレワー
クや短時間勤務等の新たな職域の開発に
ついて、今後の取組みを検討中。

今後の取組みを検討中 雇用形態拡大対策事業 0円 0円
企画政策
課

152 ―
関係機関と連携して効果的な農業部門と
福祉部門の支援事業を検討していく。

農福連携推進事業 0円 0円
福祉課
農林振興
課

雇用環境の改
善

○ 民間事業者等における労働
環境の改善に向けた啓発や情
報発信等を行う。

○ 性別にかかわりなく、自らが
その意思で個々の能力に応じた
活躍ができる雇用社会を実現す
るため、啓発活動を推進する。

くるみん認定事業
者数（3月31日現
在）

0社
（2018）

宮崎労働局
調べ

153
具体的な啓発活動が実施でき
ていないため、実績につな
がっていない。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響も
あるが、町内企業における労働環境改善
に向けた取り組みができなかった。

町内企業の意見を聞きながら、効果的な
取組みを検討していく。

― ―
労働環境改善啓発事業
（くるみん認定事業、「仕事と家庭の両
立応援宣言」を行う事業所を増やす）

0円 0円
企画政策
課

「仕事と家庭の両
立応援宣言」を行
う事業所数（3月
31日現在）

5社
（2018）

県労働政策
課調べ

154 町内企業の努力による成果

新型コロナウイルス感染症拡大の影響な
ど、町内企業における労働環境改善に向
けた取り組みができなかったが、企業の
取組みが推進された。

町内企業の意見を聞きながら、効果的な
取組みを検討していく。

200.0% 5
企画政策
課

155
男女共同参画社会の形成に向け、町民の
意識啓発を図るため、くにとみブリッジへ
の運営補助を行なっている。

推進団体と連携した新たな取組みを今後
も検討していく。

男女共同参画社会推進事業 100,000円 50,000円
企画政策
課

新商品・新技
術等の開発

○ 中小製造業等の生産及び開
発力を高めるため、町内中小企
業者が県内の教育機関又は公
的機関等と連携して行なう経営
改善や技術・製品開発などの取
り組みを支援する。

○ 農林業者、商工業者の所得
向上を図るため、関係機関と連
携して６次化商品の高付加価値
化や販路拡大等への取組みを
支援していく。

町内企業が他団
体と連携して技
術・製品開発した
件数（累計）

1件
（2018）

企画政策課
調べ

156
継続して事業に取り組むこと
により事業が安定している。

深年小学校跡地を利用し、農工の融合化
商品の開発・推進を目指すアグリサンアカ
デミアを支援。農産加工品、バイオ化粧品
等の開発・販売、農業振興を実践してい
る。

開発した農産加工品、バイオ化粧品等の
事業拡大に向けた製造ライン、販路開拓
が課題となっている。

100.0% 5 中小企業ものづくり支援事業 0円 0円
企画政策
課

6次産業化への取
り組み

0件
（2018）

農林振興課
調べ

157
農業生産者と商業者との積極
的な連携により商品化が促進
された。

農林業者及び商工業者の所得向上を図
り、６次化商品の高付加価値化や商品の
販路拡大を推進するため、ふるさと納税
事業との連携を図った。

引き続き６次化商品開発の支援を継続す
る。

皆増 5 農商工連携６次産業化推進事業 0円 0円
企画政策
課

○ 農地の流動化を推進するた
め、農地の掘り起こし、あっせん
などを行なうとともに、農作業賃
金の改定検討、農業者との意見
交換を通して農地政策、優良農
地の有効利用を図るなど、農地
の利用集積を推進していく。

○ 農振農用地内にある耕作放
棄地について、貸し借り又は売
買予定がある場合、当該耕作放
棄地を借りる認定農業者に費用
の支援を行ない、農地の有効活
用を促進する。事業主体は、宮
崎中央地域農業再生協議会。

農地中間管理事
業の活用（貸借方
式による集積）

1,831ｈａ
（2018）

農業経営基
盤強化促進
に関する基
本的な構想
（国富町）

158
継続して取り組むことにより事
業が安定している。

継続して取り組むことにより7.33haの事業
に取り組めた。

結束と行動力のある地域の組織を活用し
て継続的な事業推進を図る。

99.9% 4
耕作放棄地再生利用緊急対策事業費
補助

0円 0円
農林振興
課

159

農地の権利取得、相続・贈与及び有効利
用並びに農業経営等に関する相談、耕作
放棄地の所有者及び利用者との調整、耕
作放棄地の再生に係る情報の整理及び
管理を行った。

農業委員と連携し、町内一円の農地の利
用状況調査を実施する。

農地相談員の配置 2,789,000円 2,773,434円
農林振興
課

中心市街地の
賑わいの創出

 ○ 関係機関等と連携し、中心
市街地での各種イベントの実施
や情報等の発信を支援すること
で、にぎわいの創出を図り中心
市街地活性化対策を推進する。

中心市街地にお
いて空き店舗を
活用した出店数
（累計）

1件
（2018）

企画政策課
調べ

160

中心市街地の賑わいづくりの
イベント等は実施しているが、
空き店舗等の解消までには
至っていない。

まちなか賑わいづくり補助（グルメ市、イル
ミネーション設置、七夕竹まつり）を実施
し、町内外から多くの集客を行なった。

関係機関と連携し、効果的な賑わいづくり
を行なうとともに、空き店舗等の有効活用
につなげていくことが重要。

100.0% 5
まちなかにぎわいづくり事業
（まちなか賑わいづくり補助）

1,900,000円 510,000円
企画政策
課

店舗リフォーム事
業費補助金（創業
支援と店舗リ
フォーム補助）

－
企画政策課

調べ
161

継続して事業に取り組むこと
により事業が安定している。

活力と魅力ある店舗の創出、創業希望者
の支援及び町内事業者の経済活動を促
進する目的で、令和元年度より実施。1件
の空き店舗リフォーム（創業支援）、5件の
店舗リフォームを実施した。

継続して取り組む。 200.0% 5
店舗リフォーム事業費補助金
（創業支援と店舗リフォーム補助）

1,400,000円 1,400,000円
企画政策
課

商店街の活性
化

○ 消費活動の町外流出防止対
策として、消費者の利便性向
上、販売力強化、顧客の固定化
を図るためのポイントカード端末
機導入とその経費負担の軽減を
図り、商店街の振興と集客力強
化を図る。

国富町シール会
ポイントカードの
換金枚数

4,030枚
（2018）

国富町商工
会調べ

162
継続して取り組んでいるが、町
内の小売業者の減により制度
利用者が減少傾向にある。

消費者にシール会事業を啓発するための
広告宣伝の強化策として、総合町民祭で
の「サンカード広場」の開催、毎月3日のポ
イント3倍セールを実施した。

集客力の強化を早期に実施するべく、飲
食業やサービス業などの様々な業種を加
盟店に取り込み組織強化を図る。

84.5% 3 シール会競争力強化事業費補助 221,000円 221,000円
企画政策
課

異業種・異分
野間の連携

 ○ 異業種・異分野の連携を推
進し、新たな産業の創出を推進
するため、体制の構築を図って
いく。

異業種・異分野間
で連携し新たな事
業に取り組んだ
件数（累計）

0件
（2018）

企画政策課
調べ

163 実績に至っていない。
異業種・異分野の連携を推進し、新たな
産業創出を推進するため、体制構築を図
る。

今後の効果的な取組みを検討していく。 ― ― 異業種・異分野マッチング事業 0円 0円
企画政策
課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標  　14 ⑤雇用の場の創出



第２期　国富町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

2020 2021 2022 2023 2024

14,000千円 14,500千円 15,000千円 15,500千円 16,000千円 75,000千円

23,170千円

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

国富らしさを
活かした取り
組み

130千人 135千人 140千人 145千人 150千人 700千人

80.3千人

450人 500人 550人 600人 650人 2,750人

0人

継続 継続 継続 継続 継続

継続

1,750人 1,800人 1,850人 1,900人 1,950人 9,250人

704人

2件 2件 3件 4件 4件

0件

650人 700人 750人 800人 850人

1,028人

　６　交流人口や販路の拡大を図る
　　　「ブランド力の向上」

■ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行う。
■観光資源の回遊ルートを確立し、消費に繋がる仕組みを確立することで中心市街地の賑わいを創出していく。
■観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、広域的な観光地づくりを推進することで、観光客の回遊性や滞在性を高める。
■農産物の輸送におけるコールドチェーンの確保を図り、加工品の付加価値を高め、国内外への販路を拡大する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価 担当課

「国富屋」販路拡大事業による売上金額
13,525千円

（2018)
企画政策課調

べ

新たなふるさと納税サイトを
利用したことや、返礼品を強
化したことで売上金が増額し
た。

継続して取り組む。 165.5% 5
企画政
策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

○ 文化財ガイドを地域住民か
ら募集・養成し、史跡めぐり・文
化施設見学・郷土史学習のガ
イドとして活躍してもらい、史跡
めぐりのガイド資料づくりにも協
働してもらうことで、町内史跡・
文化財の観光活用への普及啓
発を行う。

○ 新たに追加した国富町の地
方創生推進のためのホーム
ページにより国富町の魅力を
発信し、知名度、認知度を高め
ていく。

観光入込み客数
124千人
（2018）

企画政策
課調べ 164

新型コロナウイルス感染症の
影響により、観光資源の休園
や利用制限したことで減少と
なっている。

61.8% 2
企画政
策課

スポーツ合宿宿
泊者数

402人
（2018）

企画政策
課調べ 165

新型コロナウイルス感染症の
影響によるもの。（外出自粛、
県外との往来自粛等）

0.0% 1
企画政
策課

166

自治会等で地域の道路沿いの景観向上
のための花の植栽（苗代）を支援した結
果、八幡地区が2回、花の植栽を行っ
た。

参加する自治会を増やす必要があると
考える。

花の苗購入費 30,000円 6,600円
都市建
設課

観光客受け入
れ体制の整備

○ 町観光協会への補助、県央
地域観光リゾート推進会議等と
連携し、県央地域の観光文化
の振興、観光資源の発掘と
ルート化、誘致PRを行なってい
く。

○ 関係機関と連携し、観光地
や公共施設等における観光案
内版の設置等を推進し、町外
の観光客の利便性向上を図る
と同時に、町外に向けて情報
発信を行なっていく。

町内公共観光施
設整備費の継続

継続
（2018）

企画政策
課調べ 167

新型コロナウイルス感染症の
収束後を見据えた観光施設
等の整備を実施した。

100.0% 5
企画政
策課

宿泊者数
1,674人
（2018)

企画政策
課調べ 168

新型コロナウイルス感染症の
影響により減少。（外出自粛、
県外との往来自粛等）

40.2% 1
企画政
策課

169

国富町観光協会補助、国際リゾートみや
ざき大型観光キャンペーン推進協議会
負担金、県央地域観光リゾート推進事業
負担金など関係機関との連携で観光振
興を図った。

住民参加型の地域資源の有効活用を研
究し、稼ぐ力や交流人口拡大にむけた
取組みを実施する。

観光振興対策事業
・国富町観光協会補助
・国際リゾートみやざき大型観光キャ
ンペーン推進協議会負担金
・県央地域観光リゾート推進事業負
担金

2,200,000円 2,200,000円
企画政
策課

170
多言語観光パンフレットをロビー等に掲
示しているが、インバウンドには繋がって
いない。

関係機関と連携し、本町が担えるであろ
う外国人誘客に向けた研究を行う。

観光客誘致対策事業
（地方創生加速化交付金事業：10市
町連携インバウンド推進事業）

0円 0円
企画政
策課

地域資源を活
かした観光開
発

○ 国富町商工会加盟店と連携
し、中心市街地に点在する「古
墳と国富町グルメ」を廻る回遊
ルートづくりに向けた開発・研
究の推進。

新たな観光回遊
ルートの開発件
数

2件
（2018）

企画政策
課調べ 171

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響により、新たな観光
回遊ルートは開発できなかっ
た。

新型コロナウイルス感染症収束後の観
光浮揚を想定した取り組みを検討した。

観光資源を活用した魅力あるルートの開
発を継続していく。 0.0% 1

国富町歴史とグルメを廻る観光ルー
ト開発事業

0円 0円
企画政
策課

史跡ガイド利用
者人数（累計）

609人
（2018）

社会教育
課調べ 172

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響により、小学校から
の依頼のみが実績で、一般
からの依頼はなかった。

コロナ禍において、文化財ガイド会員に
よる研修会及び定例会を開催し、町内史
跡・文化財の普及啓発、観光資源として
の活用を進めた。

継続して取り組む。 158.2% 5 史跡ガイド育成事業 250,000円 138,480円
社会教
育課

173
コロナの影響によりイベント開催はでき
なかった。

継続して取り組む。
民間企業のイベント開催支援
（プレイフォレストin法華嶽）

0円 0円
企画政
策課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

290トン 290トン 290トン 290トン 290トン 1,450トン

300トン

8社 8社 9社 9社 10社

7社

4箇所 4箇所 4箇所 4箇所 4箇所

0箇所

26.0億円 26.0億円 26.0億円 26.0億円 26.0億円 130.0億円

21.6億円

農畜産物等の
ブランド力の
向上

認証品目：みや
ざきせんぎり大
根の出荷量

289トン
（2018）

ＪＡ宮崎中
央調べ 174

継続して取り組むことにより
事業が安定している。また、
コロナ禍による家庭消費増に
より出荷量増

103.4% 5
農林振
興課

175
各種物産展への出店、国富屋とのタイ
アップ、会員の増強組織の拡充を行なっ
た。

関係機関との連携を密にし、新たな対策
を構築していく。

・物産振興会補助金
・物産展出店負担金
・県物産貿易振興センター負担金

245,000円 345,000円
企画政
策課

176

官民の多様な団体で構成する「みやＰＥ
Ｃ推進機構」と連携し、農林水産物や加
工品の消費拡大や販路拡大に参加して
いく取組みを検討。

効果的な取組みを検討していく。
みやざき食の魅力発信プロジェクト
事業

0円 0円
企画政
策課

177

安心・安全な「宮崎中央産」農産物への
理解と信頼を獲得するため、ＪＡ宮崎中
央、国富町、宮崎市及び生産者が連携
を図り、一体となって取り組む事業を支
援し、農産物の消費拡大とブランド化を
推進した。（ＪＡ宮崎中央野菜のファン層
の拡大と大消費地でのＰＲ）

継続して取り組む。
ＪＡ宮崎中央農産物ファン拡大事業
（農畜産物流通対策推進協議会）

32,361,760円 31,868,416円
農林振
興課

178
令和３年度
から追加

ＪＡ宮崎中央家畜市場管外購買者を
対象に、当セリ市で購入した牛の運
搬費用の一部を補助することにより、
購買者誘致の強化と行使価格の安
定を図る。

0円 0円
農林振
興課

農畜産物等の
国内外市場開
拓

○ 官民連携による国内外にお
ける物流ネットワークを構築し、
拡大するアジア市場への「安
心・安全」な町産品を多角的に
商流できるよう支援する取り組
みを検討する。

○ 官民の多様な団体で構成す
る「みやＰＥＣ推進機構」と連携
し、当該組織が取り組む農林
水産物や加工品の消費拡大や
販路拡大等に参加していく。

○ 宮崎南部広域観光推進協
議会におけるインバウンドや国
富町の物産、特産品の販売・
拡大を推進していく。

宮崎南部広域観
光推進協議会へ
の参加民間事業
者の数

７社
（2018）

企画政策
課調べ 179

昨年度は、新型コロナウイルス
感染症の影響により、外国人観
光客のグランドツアー参加者が
ほとんどなく、物産振興やインバ
ウンドには繋がっていない。

平成27年度から県内10市町で観光を基
盤とした外国人観光客の誘致を目的に、
連携して事業に取り組んでいる。

関係機関と連携して取組を検討してい
く。 87.5% 3 宮崎南部広域観光推進協議会 20,000円 20,000円

企画政
策課

トップセールス及
び販売フェアの
箇所（農畜産物
流通対策）

6箇所
（2018）

農林振興
課調べ 180

コロナ禍によりトップセールス
及びフェアが未実施だった。

コロナ禍によりトップセールス及びフェア
が未実施だった。

継続して取り組む。 0.0% 1 農畜産物流通対策推進事業 1,230,000円 0円
農林振
興課

農産物のブランド
認証品の売上額
（ＪＡ国富町産）

27.4億円
（2018）

ＪＡ宮崎中
央調べ 181

コロナ禍で百貨店の休業や
気象の変化により、取引に影
響し、例年と比較して低迷で
あった。

83.1% 3
農林振
興課

182

官民連携による国内外における物流ネッ
トワークを構築し、アジア市場への「安
心・安全」な町産物を多角的に商流でき
るように支援する取り組みを検討。

関係機関と連携して取組を検討してい
く。

農畜産物販路拡大推進事業 0円 0円
企画政
策課

183

新型コロナウイルス感染症の全国的な
蔓延と、東京オリンピックの開催延期に
より、畜産物の消費が落ち込む中、地産
地消を基本とした取り組みを行った。こ
のことにより、管内産畜産物の良さを再
認識することができた。

県や管内の市・町、さらには生産者と一
体となって継続して取り組む。

畜産物消費拡大対策事業 5,333,294円 49,413,385円
農林振
興課

○ 各種物産展への出店、ふる
さと通信事業の実施（在京国富
会での特産品PR)、国富屋との
タイアップなど、ブランド力の増
強・拡充などへの支援を行な
う。

○「農業の町くにとみ」をアピー
ルするとともに、顔の見える販
売を目標に、信頼されるブラン
ドの確立や消費拡大を図るた
め、大消費地で実施するＰＲや
販売促進活動に係る経費の一
部を助成する。

○ 新エネルギー等を利用した
低コストで環境にやさしい農業
生産技術を推進し、安心・安全
のイメージを向上させるなど、
第一次産業の充実を図るととも
に、新たな付加価値を生み出
す食品製造システムの確立な
ど、フードビジネスの育成・拡大
に向けた取り組みを研究・推進
していく。

○ ＪＡ宮崎中央家畜市場の購
買者誘致を行うことにより、子
牛価格の安定を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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第２期　国富町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

2020 2021 2022 2023 2024

― ― ― ― 66.8%

―

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

85.1% 85.1% 85.3% 85.3% 85.4%

85.2%

800台/日 800台/日 800台/日 800台/日 800台/日 4,000台/日

786台/日

188.0ha 188.0ha 188.0ha 188.0ha 188.0ha

188.0ha

　７　「広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備」
■都市機能のコンパクト化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量の適正化や質を向上させる取組を推進する。
■都市拠点間を結ぶ移動手段を確保するとともに、生活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、地域拠点間の路線バス、コミュニティバス等ネットワークを構築する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価 担当課

地域公共交通網の利便性が確保されていると思う人の割合
59.7％
（2019)

地方創生に関
するアンケート
調査（国富町）

アンケート未実施
地域公共交通体系のあり方を引き続き
検討する ― ―

企画政
策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

主要幹線道路
等の整備、維
持

○ 主要町道を中心とした道路
の新設・改良を行い、幹線道路
とのアクセス・道路交通網の利
便性向上を図る。

○ 町道の側溝や排水、補修な
どを行い、生活道路の環境整
備に努める。

国富町道路改良
率

84.9％
（2018）

道路施設
現況調書 184

継続して未改良部の改良工
事を行った。

萩原川上線等の道路改良工事を施工
し、改良率の向上に繋がった。

計画区間がまだ残っているため、計画的
に工事施行していく。 100.1% 5 町単道路改良事業 20,000,000円 18,768,667円

都市建
設課

185
八代馬場1号線ほか3路線の側溝改修工
事および森永地区ほか1地区の生活環
境整備工事を行った。

側溝改修等の要望は多く計画的に行っ
ていきたい。

町道快適環境整備事業 40,900,000円 47,872,956円
都市建
設課

人流・物流体
制の整備

○ スマートインターチェンジ設
置に伴う周辺環境整備やアク
セス効果促進を行なう。

スマートインター
チェンジの平均
利用台数（台/
日）

－
都市建設
課調べ 186

コロナ禍による不要不急の外出自粛にも
関わらず、目標に近い利用台数となっ
た。
また、高速バス利用者用として駐車場の
整備を行った。

コロナ終息を見込んで工業振興、観光振
興等の地域振興への支援に向けた取り
組みが必要。

98.3% 4
スマートインターチェンジ周辺環境整
備事業

3,780,000円 3,661,167円
都市建
設課

都市機能の集
約・充実化

○ 国富町の新たな都市機能
の改善、充実に向けた都市計
画マスタープランの策定を行な
い、地域の目標とまちづくり方
針に基づいた土地利用、都市
機能及び都市環境の形成を行
う。

土地利用フレー
ム

188.0ha
（2018）

都市建設
課調べ 187

継続して取り組むことにより
数値を維持している。

平成28年7月に「国富町都市計画マス
タープラン」を策定し、平成31年1月にス
マートインターチェンジの開通を見据え
一部見直しを行った。
令和3年3月には「立地適正化計画」を策
定した。

都市計画マスタープランの高度化版であ
る立地適正化計画を策定した。今後は
地域公共交通網形成計画や公共施設等
総合管理計画等の関連性の高い計画と
連携を図りながら、「コンパクトシティ・プ
ラス・ネットワーク」の実現に向け検討し
ていく。

100.0% 5
・都市計画マスタープランの見直し

・立地適正化計画策定
6,000,000円 5,317,400円

都市建
設課

188

圏域における市町界に係る道路及び河
川等について、効率的かつ効果的な整
備・維持管理を図るための具体的な取り
組みはなかった。

必要に応じて検討していく。 インフラ整備等 0円 0円
都市建
設課

189
国富地区（第3期）都市再生整備計画に
基づき、側溝改修工事及び街路灯設置
工事を行った。

地域住民の利便性を損なわない工事を
進める。

社会資本整備総合交付金事業
（都市再生整備計画事業）

16,300,000円 15,566,859円
都市建
設課

190 ホームページへの掲載を行った。 継続して取組む。 国土強靭化地域計画推進事業 0円 0円 総務課

191
公共施設の耐震化・長寿命化を図るとと
もに、民間との連携等を推進し、効率的
な公共施設の整備や維持管理を行う。

令和2年度公共施設等個別施設計画を
策定し、令和3年度は上位計画である総
合管理計画の改定を行う予定。

公共施設の効率的・効果的な管理 0円 0円 財政課

192

少子高齢化とそれに伴う人口減少や財
政状況を踏まえた公営住宅の建て替
え、用途廃止、計画修繕等を行い、公営
住宅の効率化かつ円滑な運営を図る。

公営住宅の適正な管理運営の在り方と
長寿命化に向けた取組等を明確にする
必要性から令和2年度国富町公営住宅
等長寿命化計画の改定を行った。

公営住宅の効率的・効果的な管理 0円 0円 財政課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2020当初予算額（円） 2020決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020年3月策定
時)

2020-2024 出典等 No. 実績値（2020）に対する説明 主な取組（2020）の内容及び成果 課題と方向性
目標値（2020）の

達成率
（%）

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

12,000千円 12,000千円 12,000千円 12,000千円 12,000千円 60,000千円

17,782千円

6,000人 3,000人 ― ― ―

5,282人

― 100人 200人 300人 400人

―

地域公共交通
網の構築

○ 高速道路を利用した交流人
口拡大を図るため、東九州自
動車道のＳＡ・ＰＡや沿線市町
村で実施されるイベント等を通
じ宮崎までの時間短縮をＰＲす
るとともに国富町の魅力を発信
する。

○ 日常生活に必要な交通手
段の確保を図るため、スクール
バスの空き時間を利用したコ
ミュニティバスを運行するととも
に、効果的かつ効率性のある
新たな地域公共交通網の確立
に向けた検討を行なう。

○ 日常生活に必要な路線バス
の運行を維持するため、バス
事業者に対して助成を行う。

生活路線バス運
行事業費

16,275千円
（2018）

企画政策
課調べ 193

新型コロナウイルス感染症の
影響で利用客の不振が加速
して経常収益に欠損額が増
加した。

日常生活に必要な路線バスの運行維持
のため、バス事業者に対して運行経費
の助成を行ったが、法ケ岳・馬渡線の路
線バスは９月末で廃止となった。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響
で減便等の対応を実施したが、効果的な
成果が得られない。さらに見直しの検討
を要する。

67.5% 2 生活路線バス運行事業費補助 16,115,000円 17,782,000円
企画政
策課

コミュニティバス
延べ利用者数

6,358人
（2018）

企画政策
課調べ 194

新型コロナウィルス感染症の
影響による施設の休業のた
め利用者が減った路線が
あった。

日常生活に必要な交通手段確保のた
め、スクールバスの空き時間を利用した
コミュニティバスを運行。法ケ岳・馬渡線
の生活路線バスの廃止に伴い、代替手
段として同路線の運行を行った。

地方公共交通網のあり方を総合的に検
討し、国富町における有効な公共交通事
業体系を確立していく。

88.0% 3 コミュニティバス運行委託 4,381,000円 5,527,067円
企画政
策課

新たな地域公共
交通システムの
会員登録者数

－
企画政策
課調べ 195

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で、予定していたデ
マンド型乗合タクシーの運行
が開始できなかった。

デマンド型乗合タクシー運行開始に向け
た関係機関との協議を実施した。

利便性を高め交通弱者の日常生活支援
に寄与する事業運行を検討していく。 ― ― デマンド型乗合タクシー運行事業 0円 0円

企画政
策課

196
高速道路を利用した交流人口の拡大、
東九州自動車道関連イベント等に向け
た町の魅力とＰＲを発信した。

関係機関との連携で、効果的な事業対
策を検討していく。

東九州自動車道利用促進事業
（東九州軸推進機構負担金）

20,000円 20,000円
企画政
策課

197

公共交通拠点の集約した宮崎市に隣接
した国富町ならではの交通利便性をPR
するための情報発信を行なう取組みを
検討した。

今後の取組みを引き続き検討していく。 交通利便性のPR事業 0円 0円
企画政
策課

198
新型コロナウイルス感染症拡大の影響
で交通会議の開催ができなかった。

あらゆる可能性を研究し、より効率的か
つ経済的な公共交通モード構築を検討
していく。

地域公共交通推進事業 176,000円 0円
企画政
策課

199

宮崎県及び各自治体と連携して、宮崎
空港における国内・国際航空路線の利
用促進を図るための運営費用の負担し
た。

関係機関との連携で、本町が担える宮
崎空港の利用促進対策を検討する。

宮崎空港振興協議会運営事業 107,000円 93,000円
企画政
策課

※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、点数が３点以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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